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組織行動 と技能形成の関係に関する試論

内　田　智　大

要　 旨

　本総説では、労働者(ブ ルーカラー)の 技能形成の内実を説明した上で、組織行動の分析視点

である個人、集団、組織が技能形成 とどのような関係にあるかを考察 した。本研究で明らかにさ

れた第1の 点は、個人的視点である職務満足の高さや、高次の欲求によって引き出されるモチベー

シ ョンは技能形成の一つの要件である労働者の定着率を必ず しも上げることにつながらないこと

である。また、給与水準 といった低次の欲求に起因するモチベーションであっても、生存欲求が

充足されていない開発途上国の労働者においては、定着率を高める誘因になっている。第2に 、

集団的視点であるコミュニケーション、特に横方向のコミュニケーションは組織成員の技能形成

にとっては重要である。第3に 、規模の大きな企業は労働者に長いキャリアパスを提供できる可

能性を高めることから、規模の大 きな企業に多 く見られる官僚構造は比較的規模の小さな企業の

組織形態である単純構造よりも、技能形成においては有利であると推察される。

キー ワー ド:組 織行動、技能形成、人的資源管理

1.は じめ に

　 2008年 秋に起きたアメ リカ発の金融危機は、各国の政府の迅速、且つ積極的な財政出動政策

や金融緩和政策もあって、世界経済は差し当た り、経済混乱を回避できた。しかし、中国以外

に世界経済を引っ張る機関車的役割を果たせる国は見当たらない上、成長の源泉を米国の消費

に依存する世界経済の不均衡は解消された とは言えず、世界経済は リセ ッシ ョンの二番底を探

る展開を見せている。特に、国内総生産世界第1位 、2位 を占めるアメリカ、 日本の失業率は

ここ数十年の中で高い水準にあ り、消費や投資によって牽引された高い成長率は期待できない

ままである。

　 このように、世界経済が持続的な成長に向けて試練に直面する中、企業が市場における競争

優位の地位を築 くために、コス トや品質はもちろんのこと、製品・サービスの差別化や付加価

値を高めてい くことが求められている。それに応じて、企業の採 る競争戦略もコス ト削減戦略

や高品質戦略に加えて、イノベーション戦略の重要性が高まっている。企業が製品 ・サービス

の差別化や高付加価値化を実現するには、市場競争を基軸 として製品 ・サービスのコンセプト
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を意義付けるブランド戦略や研究開発戦略、自社の製品を他社のもの と差別化するのに不可欠

なプロモーション戦略やチャネル ・物流戦略、創造性に富んだ人材を育成する事を目的 とした

人的資源開発戦略は重要な役割を担っている。

　これら企業戦略の複合性が製品 ・サービスの差別化や高付加価値化を生むことになるが、中

でも人的資源開発戦略によって生み出された高度人材は製品 ・サービスの価値創造の作 り込み

において重要な役割を果たしている。それでは、その高度人材 とは どのような要件を持った人

材を指すのであろうか。それは、高い技術や技能を持った人材であると想定される。技術 と技

能 とい う用語はしばしば混同されて使われるが、小川(1990)は 、技術が工学的側面 と技能的

側面に分けられると述べた。工学的側面 とは、ものを作る上での客観化された知識体系、すな

わち文言化、数式化されたものを指すのに対 し、技能的側面 とは、ものを作る方法が客観化さ

れた知識 とはならず、体で覚えた体験を意味する。

　また、梅谷(1996)は 、技能が技術的技能 と組織的技能に区別されると述べた。技術的技能

は職務を遂行するにあたって必要 とされる知識、技能、経験を指しているのに対し、組織的技

能は組織全体の生産性を上げる集団の規律、チームワークの精神、企業への帰属意識を指して

いる。梅谷は、企業に とって理想的な労働力 とは技術的技能を持ち、それが組織的技能によっ

て裏打ちされた集団であると述べた。すなわち、持って生まれた素養、学校教育によって培わ

れた知識、企業内訓練によって蓄積された経験を通じて形成される技能は、組織的条件によっ

て大きな影響を受けることが示唆される。

　本稿の 目的は、労働者(ブ ルーカラー)の 技能形成の内実を説明した上で、組織行動の分析

視点である個人、集団、組織が技能形成 とどのような関係にあるかを考察することである。本

稿は、5つ の節から構成される。まず第2節 では、技能形成の内実を労働者のキャリアの概念

を用いて説明する。第3節 では、職務満足やモチベーションな どの個人的視点、コミュニケー

ションや リーダーシップな どの集団的視点、そして組織構造や組織文化な どの組織的視点から、

組織の中で働 く労働者の行動分析を行 う。そして第4節 で、労働者の技能形成 と組織行動 との

関係を考察した上で、最後の第5節 で本稿をま とめることとしたい。

2.技 能形成の内実

　小池(1987)は 、機械設備に体化される(工 学)技 術は資金さえあれば、海外から購入でき

るが、それを操作する労働者の技能形成は自国で、または自社で育成する他ない と述べた。ま

た、小池は経済学が技能形成の数量化を重視する余 り、費用 ・収益分析に熱中し、技能形成の

内実や形成方式そのものには踏みかまなかった と指摘している。小池は技能形成を数量化する

のが難しい上に、熟練技能になればなるほ ど、マニュアル化や形式知化が不可能であると考え
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た')。小池は、技能の概念を熟練 と同義 と捉え、技能形成方式を説明するための分析の枠組み

として、「縦の広が り」や 「横の広が り」 というキャリア(仕 事経験)の 積み方、熟練の程度

を表わす 「仕事の深さ」を用いた。

　 「縦の広が り」 とは、従業員が どの職位から入職して、 どの職位まで昇進しているかを示す

キャリアルートである。例えば、職長や班長が主に生産労働者から昇進して くるのか、それ と

も外部労働市場から採用されるのか といった、企業組織の昇進のしくみを明らかにすることで

あ り、昇進の可能性が労働者の技能形成の大きな誘因になると想定している。

　 「横の広が り」 とは、労働者が幾つ ぐらいの持ち場をこなせるか、職場以外の持ち場も時に

は担当するか(で きるか)、 労働者が休んだとぎ、だれがその仕事を担当するのか、職場に新

人が入った とき、まず どの持ち場につき、 どの持ち場へ移ってい くのか といった、労働者の技

能の広さを示 している。「横の広が り」は、関連する仕事群の中で どれだけの仕事を経験する

か とい うことであ り、経験を積めぱ積むほ ど生産の仕組みについての理解が深ま り、技能形成

が期待されることを想定している。

　最後に、「仕事の深 さ」 とは、生産現場で起 こる非定常的な問題を処理できる労働者の能力

を示している。具体的には、生産労働者が検査や不良品の取 り出しを行っているか、それ とも

検査部門の専門の労働者が担当しているのか、生産労働者が小さな トラブルの原因推理や対応

を行っているのか、それ ともエンジニアがそれを担当するのか、製品変更に伴 う機械の簡単な

段取 り替えはだれが行っているのか といったことから、現場の労働者の技能水準を考察 してい

る。すなわち、技能形成は配置転換を通じて関連する部門を経験し、その経験の中で変化や異

常な どの問題処理の能力を習得することを意味してお り、小池(1999)は この能力を知的熟練

と呼んだ。

　このように、小池は現代の熟練技能が単に数量化できる生産能力だけによって議論 されるの

ではな く、管理 ・開発能力 といったもっと広い概念によって扱われる必要があると考えた。す

なわち、技能形成が仕事の範囲、分担、配置転換 といった生産管理、昇進 ・昇給 といった人事

管理、教育 ・訓練 といった人材開発によって大きく規定されることを示唆している。小池理論

には、労働者に熟練技能を習得させるための条件 として、労働力の資質自体よりもむ しろ、労

働力を如何にして効率的に組織するかが問われている。高度な労働力の組織化が、作業現場で

頻繁に起こる変化や異常な事態への労働者への対応能力、言い換えれば、高い水準の技能形成

を促進する事ができる。小池による技能形成の内実を見る方法論は他の研究の分析枠組みにも

用いられた2)。

　それでは、組織の管理能力さえしっか りしていれば、労働者の技能形成が円滑に進むのであ

ろうか。人事管理や人材開発はあ くまでも熟練技能の必要条件であって、十分条件ではない。

小池(1987)は 技能を向上させる要件(お よび有利な条件)と して4つ のことを挙げている。
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　第1の 要件は、学校教育がきちん と整備されてお り、国民が義務教育を受けていることであ

る。労働者が高い技能を習得するためには、自主学習が必要であ り、その条件 として一定の知

的水準が要求される。高度成長期の 日本の経験を踏まえた小池の仮説に依れば、9年 がその最

低の修学年数である。 日本においては、技能形成は主にOJTを 重視 して行われて きたが、日

本の労働者が技術変化に上手 く対応できる理由として、彼らが学校教育を通じて経験を整理で

きるための基本的知識を身に付けているからではないか と推測できる。但し、学校教育で習得

される能力は、方法、手続き、テクニックと言った特定の活動に対する技術的技能だけではな

く、変化や異常を認識し、その状況に対処する判断能力も含まれる。松本(2003)は 技能形成

の概念 として、運動技能研究で論じられた手先の器用さ、なめらかな動きで測られる能力の他

に、その上位概念 として変化する状況を理解 ・推論 して判断する 「メタ能力」を指摘 している。

尾高(1989)も 、学校教育で得た基礎的な知識が企業内教育での効率性を高め、知的熟練の発

達を促す土台を作ることになると指摘 している。「読み」、「書 き」、「計算」に象徴され る基礎

教育を通じて労働者間の情報伝達を容易にし、仕事の効率を上げるネ ットワーク外部経済効果

を生み出していると考えられる。

　第2の 要件は、労働者の離職率が低いことである。戦後、 日本の労働者の企業への定着度が

外国 と比較して高かったことは、人材育成や技能形成にブラスの影響を与えた と考えられてい

る。経済発展の初期(戦 後復興期)に は労働市場が逼迫し、労働力の流動性が大きくな りがち

であ り、企業は熟練労働力を確保することが難 しい。 しか し、その問題は日本において大きな

問題にならなかった。その要因 として、 日本社会の特性である儒教精神に基づ く組織への忠誠

心や忠孝心を挙げる識者も多い。しかし、万成 ・マーシュ(1976)は 日本企業における従業員

の定着率の高さが 日本的雇用制度の通説である企業への伝統的忠誠心 とかによるのではな く、

勤続による賃金や地位の向上 といった累積的利益によるものであると指摘している。このこと

は、小池(1987)に おいても指摘されている。

　第3に 技能形成に とって有利な条件 として、企業規模の大きさが挙げられる。小池は技能形

成には時間がかかることから、倒産の可能性の低い安定した市場を持つ大企業の方が技能形成

の環境においては有利であると指摘 した。90年 代以降のグローバル化による大競争時代に入っ

て、規模の大きな企業が破綻しない とい う事は今や幻想に過 ぎないが、中小企業 と比較するな

らば、内部留保の大きさ、人材開発プログラムの充実、給与水準の高さ、福利厚生の充実、人

的資源管理制度の整備 といった要素が労働者の技能形成に とって有利な条件を付与している。

　第4の 有利な条件 として、企業の操業年数の長さが挙げられる。小池は、労働者の技能形成

が職場の中で様 々な持ち場を変えてい くこと(時 には、持ち場をこえて他の職場への移動)を

通じて実現されるため、企業側は労働者に様 々な職務を経験させる固有のキャリアパスを用意

する必要があると述べた。すなわち、企業内部でのキャリア形成は、実地訓練を中心 とした技
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能形成である。川喜多(1990(a))も 、労働者に高度な能力を要する仕事が用意 されている環

境が彼らの技能形成に資すると述べた上で、職務内容の平準化は彼らの技能形成にはプ ラスに

働かない と指摘した。キャリアパスが短い と、昇給に関してもす ぐに頭打ちにな り、労働者の

技能形成の誘因に とってマイナスになると考えられる。また、このことは小池によって指摘さ

れていないが、操業年数の長さは労働者間の顕示効果を通じ、労働者の労働意欲を掻き立てる

ことにもつながるとも考えられる。なぜならば、労働者は自分たちの先輩や同僚が通ったキャ

リアパスを見ることで、昇進 ・昇給への期待を抱 く事ができるからである。

　これら小池の挙げた4つ の条件以外に、松本(2003)は 技能形成の条件 として、組織学習の

重要性を指摘している。松本は、組織内に存在する上司や先輩、同僚、後輩の問のコミュニケー

ションを通 じて知識の共同体が形成され、組織の成員全体の技能を高めると主張 した。ある成

員が共同体に身を置 く事は、必然的にその共同体の仕事の一端を担 う事を意味してお り、技能

を伝達してもらう事になる。そして、学習者の技能の習得が軌道に乗れば、学習者は更なる共

同体への参加も進み、その結果、より高度な技能形成が可能になって くる。

3.組 織行動の構成

　組織行動 とは簡単に言えば、(企業)組 織の中で働 く人々の行動を研究する学問分野である。

現代的な組織行動の分析は、個人、集団、組織の3つ のレベルから行われる事が一般的である。

個人のレベルでは、人の心理 と行動 との関係に注 目して分析が行われる。また、人の行動は他

人 との相互関係に大きく影響を受ける事から、集団や組織のレベルを考慮する必要がある。集

団 と組織は同義に解釈される事もあるが、集団 とは直接的に影響を与える少人数の集まりと定

義し、組織 とは区別する事も多い(上 田、1995)。

　本章では、個人レベルの分析要素 として、態度 とモチベーシ ョンに、集団レベルではコミュ

ニケーションとリーダーシップに、そして組織レベルでは組織構造 と組織文化に、それぞれ注

目して組織の中で働 く労働者の行動を分析する。

(D　 個人 レベル

　 1)　職務満足の要因

　態度は、ある具体的な対象感情である事から、その対象は個人に知覚されなければならない

(上田、1995)。 個人は様 々な態度を とるが、組織行動は仕事に関連した態度 として、職務満足、

職務への参画、組織へのコミットメントを含んでいる。中でも職務満足は企業組織で重視され

る態度 として研究対象 として取 り上げられることが多 く、それを引き起こす要因についての研

究が行われてきた。Locke(1976)は 職務満足の組織的要因 として、監督者 との関係、職務特性、
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給与水準、職場環境を挙げた。例えば、監督者が労働者に対 し、単に合理的に標準作業(課 業)

を行 う生産要素の一部分 として見るのでな く、労働者も組織の発展に寄与する重要な意思決定

者 として評価すれば、労働者の職務満足も高まる。また、職務特性に関しては、労働者が繰 り

返しの単純作業を課せられるのではな く、技能の多様性が要求される変化に富んだ仕事が与え

られ とき、労働者の職務満足は高まる。Lockeは その他の組織的要因 として、一定以上の給与

水準、職場から家までの距離の近さ、衛生的、安全で快適な職場環境 といった物理的環境を挙

げて、それらが整っていれば、職務満足は高まると結論付けた。

　70年代の後半に入ると、組織的要因よりもむしろ、労働者の性格、個々の職位、個人の生活

全体に対する満足度 といった個人特性説を支持する論者が出て きた。Staw・Ross(1985)は40

代か ら50代の男性従業員3,350人 の5年 にわたる職務満足の変化を測ったところ、職務満足の

大きさが勤務先や仕事を変わっても有意に変化しない事を発見した。すなわち、職務満足は仕

事内容や職場の物理的環境ではな く、個人の性格や仕事観によって決定されるものである事を

意味 した。また、Taitら(1989)は 、高い職位についている従業員ほ ど、職務満足が高 くな

ることに加えて、 日常生活一般に満足している人は職務満足も高いことを発見し、個人特性説

を支持した。

　このように、組織的要因 と個人的要因の どちらが職務満足に対する強い説明要因になってい

るかに関する議論がその後も盛んに行われたが、両者の要因が複合している事もあ り、明確な

結論を出すには至っていない。

　2)　職務満足の影響

　職務満足が、 どのような影響をもたらすかについての議論は今まで多 く行われてきた。特に、

職務満足による欠勤 ・離職率や業績(労 働生産性)へ の影響に関する研究は多い。一般的に言っ

て、職務満足が高いほ ど、欠勤 ・離職率が下がると推察 される3)。しかし、この2つ の変数問

の関係はそれほ ど単純なものではな く、労働者の特性、地域、組織文化な どの条件が両者の関

係に大ぎな影響を与えている。Carsten・Spector(1987)は 、労働市場が逼迫 して高い失業率

の状況では、労働者は新 しい雇用機会が少ない と考える事から、職務満足 と離職率 との負の相

関関係が弱 くなると主張した。このように、労働者の定着率が単に職務満足によって説明され

るものではな く、満足度以外の固有の労働市場 といった要素にも影響を受けることを示唆して

いる。また、内田(2007)は バングラデシュ人労働者を対象 とした実証分析の中で、彼等の離

職意思が仕事の達成感や能力の活用 といった内発的満足によって説明されているのではな く、

賃金水準 といった物的満足によって説明されている事を発見した。内田はこの実証結果を、バ

ングラデシュのような後発途上国の労働者の最も強い就業動機が自分の家族や親戚を養 う事で

あることから、内発的満足が離職意思を低める要因にはなっていない と分析した。
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　また、職務満足による業績(労 働生産性)へ の影響に関しての研究 も多 く行われてきた。

1950年代あた りまでは、一般的に職務満足が高いほ,ど、業績も上がると考えられてきた。 しか

し、上田(1995)は 、個人の業績に関し、最低限の水準が組織内で公式的に決められている場

合や、職場の同僚間で非公式な規範が存在している場合には、職務満足 と業績 との関係は弱い

ものになると述べた。なぜなら、個人が成員内で暗黙に決められた規範を逸脱するような業績

を上げれば、グループの成員から仲間はずれにされることを恐れ、個人は業績を一定以下に抑

えようとするからであるの。

　3)モ チベーションの基本的コンセプトとモチベーシ ョン理論の分類

　モチベーシ ョンは、ラテン語のモベーレ(movere)に 起源を持つ 「動かすこと」を意味す

る。モチベーションのプロセス とは、人間の内部で行動を刺激する動因(=欲 求)が 存在して

お り、それが人間の行動を引 き起こし、その結果、欲求が充足されることである。モチベーショ

ンには、3つ の側面があり、第1に 行動を方向付ける事、第2に 行動に駆 り立てる事、第3に

行動を継続させる事である。モチベーションは直接観察することができないが、これら3つ を

可能にする内的な力 として定義される。モチベーシ ョンは仕事の成果を生み出すのに重要な要

件の一つであるが、個人の能力、モチベーシ ョンを発揮するための外部環境が整ってはじめて、

それは大きな成果を上げる事につながる(石 田、2005)。

　モチベーションについての理論は、1950年 代以降になって多 く発表されたが、それらを大き

く2つ に分けると、古典的モチベーション論 と近代的モチベーシ ョン論に分けられる。古典的

モチベ ーシ ョンを代表する理論 として、Maslowの 欲求段階論(1954)、 　McGregorのX理 論

とY理 論(1960)、Herzberg(1966)の 動機付け ・衛生理論が挙げられる。　Maslowは 人間の

欲求を低位の生理的欲求、安全的欲求 と、中高位の社会的欲求、自尊的欲求、自己実現的欲求

の5つ の欲求段階に分類し、低位の欲求が満たされると、次の段階の欲求が優勢になると述べ

た。McGregorのX理 論は生存欲求のような低次の欲求をもつ人間の行動モデルであ り、人

間は生来仕事が嫌いで、出来れば仕事をした くない とい う特性を持っているのに対 し、Y理 論

は成長欲求のような高次の欲求を持つ人間を想定 している。Herzbergは 、給与な,どの生存の

基本的要件に関わるような外発的報酬は職務不満の発生を防止する要因(=衛 生要因)に なっ

ても、仕事への積極的な動機付け要因にはならない と述べた。彼は労働者の動機付けを強める

ためには、達成、責任、承認な どの人間の高位の欲求を満たす事が重要であると主張した。

　これら3つ の理論の基本的な考え方は、人間が内発的要因によって積極的に仕事に取 り組む

ようになることを示唆している。しかし、これら古典的理論の問題点は、人間の行動が欲求に

注 目する余 りに、行動が個人の置かれた外部条件によっても影響を受けることを考慮していな

い事である。ここに、近代的理論は人間の外的条件にも目をむけ、欲求のような内的要因 との
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相互作用プロセスを分析対象にした(上 田、1995)。

　近代的理論で最も有力な理論は、期待理論である。期待理論は、努力を通 じて どのような結

果が生まれるかを期待できるとき、人間のやる気が高まるとい う動機付け理論を表わしている。

Vroom(1964)やPorter&Lawler(1968)の 期待理論が最も有名である。　Vroomは 動機付

けの強さを決める要素 として、第1に 期待(努 力によって どれ くらいの業績が上げられるか と

い う期待)、第2に 道具性(ど の程度の仕事をすれば、 どれ くらいの報酬を達成で きるか)、 第

3に 誘意1生(得 られた報酬が どの程度の満足をもたらすか)が 存在 しており、 これ ら3つ の乗

数がモチベーションの強 さになると述べた。Porter&Lawlerの 期待理論は、　Vroomの 理論

枠組みを複雑にしたものである。具体的には、努力の程度が報酬の価値 と努力が報酬に結びつ

くと感 じられる主観的確率の2つ の要素によって決まること、報酬な どの業績を内発的報酬 と

外発的報酬に分けて考える事、満足感は知覚された公平感によって決まることな どの条件を、

期待理論のモデルに入れることで分析の精緻化を図った。期待理論以外の近代的理論 として、

Locke・Latham(1984)の 目標設定理論が挙げられる。 この理論ではモチベーシ ョンが高い

業績につながるには、一定以上の困難性 と明確さを持った目標を個人に設定させる事が重要で

あると述べている。

(2)集 団のレベル

　 1)　コミュニケーション

　コミュニケーションとは、二者以上の成員の問で情報交換を交換し、その意味内容を共有す

る過程である。Scott　and　Michell(1976)は 、 コミュニケーシ ョンが組織の中で果たす主な

役割は4つ あると述べた。第1に コミュニケーシ ョンの役割は統制であ り、作業指示書や職務

記述書によって、組織の成員の行動を統制する。第2の 役割は動機付けであ り、具体的目標の

設定、 目標に対するフィードバック、業績結果に対する賞賛や叱責は人の動機を刺激する。第

3に 、コミュニケーションは成員の感情を表現し、社会的欲求を満たす手段である。そして第

4の 役割は、組織の成員が意思決定するために必要な情報を提供する。

　コミュニケーションの方法は、文書や会話による言語的コミュニケーションと、身体動作や

言葉の抑揚 といった非言語的コミュニケーションに分けられる。特に、前者のコミュニケーショ

ン方法である文書でのや りとりは労働者の職務意識を明確にし、仕事への責任感を高めること

に資することから、生産効率の向上、個々の責任の明確1生、製品の品質の維持 ・向上に とって

重要である。但し、生産工程に個人の職務区分が明確ではない協働的作業が多 く含まれている

場合や、作業で要求される技能が形式知化しに くい場合には、個人の職務内容や作業指示を完

全に文書化(マ ニュアル化)す る事は困難である。また、園田(2001)も 文書化にこだわ り過

ぎると、欧米諸国の植民地支配を受けて文面上での契約観念が強い開発途上国では、労働者が
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文書化で明示された範囲だけを職務 として捉えるために、職務拡大や職務充実に発展しない と

指摘 している。そ うなれば、組織全体の生産性の向上に支障をきたす恐れもある。

　Robbins(1997)は コミュニケーシ ョンの方向性を、上方向、下方向、横方向に分けて、コ

ミュニケーションの組織構造への影響について説明した。コミュニケーシ ョンの方向性は、組

織の規模に影響を受ける。規模が小さい と、上層から下層に向かっての情報や指示を正確に伝

達しやす くなる。企業理念や方針の周知、生産 目標の割 り当て、職務上の指示、問題点の指摘、

業績のフィードバックな どが、労働者へ伝わ りやす くなる。下層から上層への上方向のコミュ

ニケーションも、規模が小さいほ ど、生産の進捗状況や問題点の報告、下からの業務改善の提

案な どが組織の上層へ伝わ りやすい。上方向コミュニケーシ ョンが機能するための条件 として、

労働者が率直に組織の上層部へ提案や報告を行っても、不利益を被らないような組織文化が構

築されている事である。

　同じ職務や持ち場の成員問や、同じ職位の成員同士でのコミュニケーションは横方向のコミュ

ニケーションと呼ばれる。Robbinsは 横方向のコミュニケーシ ョンのメリットを、労働者が上

下方向の縦構造のヒエラルキーを介さず迅速に行動できる事であると述べている。しかし、人

事考課に協働関係な どの評価項 目が含まれていないならば、た とえ組織全体に とっては有益な

情報交換であっても、情報の出し手が受け手に情報を出し惜しみする。

　2)　 リーダーシップ論の体系

　 リーダーシップとは、組織や集団に目標を達成できるような影響を与えることができる個人

の能力を指す。 リーダーシップを発揮するには公式、非公式に与えられた権限を与えられてい

ることに加え、組織の成員から信頼を得ていることが重要である。組織は急速なグローバル化

により、その革新的な変化を求められている状況において、その変化を推し進める役割を果た

す リーダーの存在が組織の命運を握る重要な要素の一つである。

　 リーダーシップに関する理論は、大きく3つ に分けられる。第1は 古典的特性論 と呼ばれ、

歴史上の リーダーの特性に焦点をあて、彼等に共通する点を発見するものである。このアプロー

チは、1940年 代以前から心理学者を中心に行われた。第2の 理論は、 リーダーが どのような行

動を とるかを明らかにしようとする行動理論が50年 代から60年代にかけて隆盛を極めた。中で

も、オハイオ州立大学のFleishman(1955)を 中心 とするオハイオ学派、ミシガン州立大学の

Likert(1961)を 中心 とするミシガン学派が有名である。オハイオ学派では、 リーダーシップ

の行動を、「構造作 り」 と 「配慮」 という2つ の概念で説明した。「構造作 り」 とは、リーダー

が 目標達成のために部下の役割を定義する事であるのに対 し、「配慮」 とは、部下の考えを尊

重する事で組織内に良好な人間関係を構築する事である。オハイオ学派では、「構造作 り」 と

「配慮」の両方の能力を持 った リーダーの下で働いている部下は、業績や満足度が高いことを
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示した。

　一方　 ミシガン学派では有能な監督者の行動が 「生産志向型」 と 「従業員志向型」の2つ の

基本的な形態であるとした。そ して、ミシガン学派はこの2つ の形態の内 「生産志向型」の リー

ダーの行動は生産性の向上には寄与するものの、 リーダーからの圧力で従業員の満足度が低下

するのに対し、「従業員志向型」の行動は生産性 と満足 とを同時に達成で きると主張 した。

　しかし、組織により望ましい リーダーの特性や行動は必ずしも一致せず、特性論や行動論だ

けからリーダーシップを説明することには限界があった。70年 代に入ると、望ましい リーダー

シップは組織それぞれの状況によって変わって くるとい う条件適合理論が有力になった。中で

も、Fieldlerら(1976)の 研究は最も有名であ り、彼は組織の状況要因 とリーダーの特性 との

適合関係を調べた。状況の評価基準 として、 リーダーと成員 との関係、職務遂行の明確さ、公

式的な権力の程度を設定し、 リーダーにとって能力が発揮しやすい状況を8段 階で分類した。

リーダーの特性に関しては、 リーダーが仕事に対する志向性(低LPCリ ーダーと呼ぶ)が 強

いのか、人間関係に対する志向性(高LPCリ ーダーと呼ぶ)が 強いのかを調べた。その結果、

集団が高い業績をあげるためには、 リーダーの能力が発揮 しやすい状況(カ テゴリー1か ら3

まで)お よび発揮しに くい状況(カ テゴリー7お よび8)で は仕事志向型の低LPCリ ーダー

が、そして能力が発揮しやすい状況が中程度(カ テゴリー4か ら6ま で)で は人間関係志向型

の高LPCリ ーダーが、それぞれ望ましいという事がわかった。

(3)組 織のレベル

　 1)組 織構造

　組織構造は、一般的に単純構造、官僚構造、マ トリックス構造の3つ に分類される(上 田、

1995)。 単純構造は規模の小さな組織に多 く、部門化の程度は低 く、組織系統がほとんど公式

化されていない。その構造の強みは単純性にあ り、迅速で柔軟な意思決定が可能である上に、

組織の維持経費も少な くて済み、責任の所在も明確である。しかし、その組織が大きくなるに

つれて、過度な情報が上層にいる一部の成員に集中するため、適切な意思決定が難しくな り、

制度疲労を起こしやすい。

　官僚構造では作業の専門化や公式化された規則が確立されてお り、1950年 代から1960年 代に

かけて隆盛を極めた。この構造形態を とっている組織の多 くは、規模 も大きく、操業年数も長

い。この構造の特徴は業務が職能的に部門化されて、管理範囲が狭 く、組織統制は中央集権的

である。官僚構造を持った組織の利点は、効率化された方法で標準化された活動を進めること

ができる事である。官僚構造の問題点 として、それは変化に乏しい安定的な環境では成果を出

しやすいが、変化の大きい環境では対応能力に劣る。また別の問題点 として、官僚構造の成員

に求められる資質の一つはルーチン化であるため、自律性を求める成員に とっては職務満足が
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低 くなることがある。加えて、部門の 目標が組織全体の目標よりも優先される事もあ り、部門

間の対立が起きる可能性も高 くなる。

　マ トリックス構造 とは、職能 と製品の2つ の部門化の形態を組み合わせた構造である。その

構造の大きな特徴は、職能部門 と製品部門の管理者が併存してお り、統治システムが二重であ

る事である。マ トリックス構造の長所は、専門家同士の接触が頻繁になることで、多 くの情報

が組織の成員で共有される事である。また、それは専門家を効率的に配置する事になるので、

対応できる仕事の幅が拡大する。

　上に挙げた3つ 以外の組織構造 として、1980年 代以降、官僚構造の短所を補完する形で少人

数のチームを編成するチーム構造、組織機能の多 くを外注し、最も得意 とする分野にだけ組織

の人材を投入するバーチャル組織、組織の水平 ・垂直の境界を排除するだけではな く、会社、

顧客、業者 とい う外部の境界も取 り除 く事で、強力なチームを編成しようとするバウンダリー

レス組織な ども、新たな組織構造の形態 として注 目を浴びている。

　2)組 織文化

　組織文化(ま たは企業文化)に は決まった定義はないが、それは一般的に組織の成員が持っ

ている共通の見方を意味する。組織の特徴は、設立当初から根付いている大局的文化に反映さ

れている。同時に、国境を越えての生産拠点や担当部門の違いにより、それぞれの成員が共有

するサブカルチャーが別に存在する。特に90年 代以降のグローバル化の中で、本国で培 ってき

た企業の固有文化が海外の生産拠点では、現地の文化 と融合して変化し、サブカルチャーとし

ての新たな企業文化を持つ事例が増えている。

　強い組織文化の性質 とは、組織の中心的理念や価値観が成員に広 く浸透 している事である。

Robbins(1997)は 、強い文化の具体的な結果が従業員の転職率の低さであると述べた。その

理由として、依拠する理念や価値観が組織の成員に共有されていれば、忠誠心や結束が強ま り、

成員の離職率が低 くなると考えられるからである。また、Dea1・Kennedy(1982)は 、強い

文化は高い業績 と相関していると述べた。成員の理念や価値観の一致は彼等の動機付けを強化

すると同時に、積極的な仕事への取組みが管理コス トを下げる事につながる。

　組織文化に対するアプローチ として、ouchi(1981)のz型 理論は有名である。　ouchiは 、

典型的な 日本企業、典型的なアメ リカ企業、そしてZ型 と呼んだ融合的文化の特徴を持つアメ

リカ企業に類型化して、文化的価値観の比較分析を行った。その結果、従業員の雇用に関して

は 日本企業が終身雇用、アメ リカ企業が短期雇用、Z型 企業が長期雇用の雇用形態を とってお

り、キャリア形成に関しては、 日本企業およびZ型 企業が広いのに対し、アメリカ企業は狭い

事がわかった。指揮系統は 日本企業およびZ型 企業が暗黙的で非公式であるのに対し、アメリ

カ企業は明示的で公式的、そして意思決定に関しては、 日本企業およびZ型 企業が集団化 とコ
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ンセンサスを重視するのに対し、アメ リカ企業は組織の トップによって意思決定が成されてい

る事がわかった。

　しかし、Z型 理論の問題点は普遍的に有効な組織文化を追求した事であ り、その後、状況に

応じて有効な組織文化を探ろうとする条件適合理論が有力なアプ ローチになった。Z型 理論が

発表されたのが80年 代の初めであるが、90年 代以降に急増した企業活動のボーダーレス化はそ

の理論の普遍的な有効性を難しくしている。人的資源管理施策に関しても、現地に適応した施

策が策定、実施される必要がある。例えば、従業員に対する動機付けには、南米では家族を大

変重視するがゆえに、金銭的な報酬よりも長期休暇の方が重視されるのに対し、北米では金銭

的なインセンティブの方が仕事への動機付けとして作用する(李 、1998)。 李は国際的マネジメ

ントを成功させるには、先入観を持たずに複数的かつ多元的な視点に立って物事を観察する能

力、更には異なる社会 ・文化の中に固有の理論を探し求める努力な どが必要であると述べてい

る。

4.労 働者の技能形成と組織行動との関係

　第2節 でも述べたように、小池は技能を向上させる要件(お よび有利な条件)と して、第1

に学校教育がきちん と整備されている事、第2に 労働者の離職率が低い事、第3に 企業規模が

大きい事、第4に 企業の操業年数が長い事を挙げた。また、松本(2003)は 技能形成の別の条

件 として、組織学習の重要性を指摘した。更に、周佐(1998)も 労働者の技能水準を向上させ

るための要因として、労働者の離職率の低さと共に、管理部門と生産部門との問のコミュニケー

ションの円滑化を指摘している。第4節 では、これら技能形成の要件が第3節 で述べた組織行

動の各要素 とどのように関係しているかを検討する。

(D　 技能形成 と個人 レベルとの関係

　技能形成のための要件である労働者の定着率 と、職務満足が正の相関関係にある事を実証し

た研究は多い。労働者が仕事に満足 していれば、彼らの定着率は上が り、その結果、技能形成

の機会は増える事が推察される。 しかし、Carsten・Spector(1987)も 指摘 しているように、

労働者の定着率が単に職務満足によって説明されるものではな く、職務満足以外の労働市場の

状況 といった要素にも影響を受ける。すなわち、労働市場が逼迫して売 り手市場である場合、

定着率 と職務満足の正の相関関係は強まるが、逆に、失業率が高い買い手市場では、労働者は

転職が難しい と知覚する事から、両者の関係は必ずしも強い正の関係にはならない。すなわち、

職務満足が低 くても、労働者は組織に留まらざるを得ない とい う 「消極的な定着率の高さ」が

起きる。このような状況では、労働者の技能習得の意欲が低下し、高い水準の技能形成が期待
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できない恐れがある。実際にこのような事例は、内田(2005(b))に よるバングラデシュ人労

働者を対象 とした意識調査からも確認されている。

　 また、モチベーションと定着率の関係も普遍的に説明する事は困難である。なぜなら、想定

する人間の行動モデルが生産立地によって異なって くるからである。Herzbergが 指摘 したよ

うに、達成、責任、承認な どの人間の高次の欲求を満たす仕事への積極的な動機付け要因は確

かに定着率を高めると共に、労働者は職務拡大や職務充実を通じて高い水準の技能を習得する

可能性を高める。 これは、McreGregorがY理 論で述べた高次の成長欲求を持つ人間の行動モ

デルを想定している事に他ならない。しかし、Y理 論の行動モデルは低次の生存欲求が充足さ

れている事を前提条件にしている。それゆえ、生産立地が開発途上国、特に経済発展の水準が

初期の後発開発途上国にある場合、給与水準 といった生存の基本的要件が十分に満たされてい

ない人間の行動モデルを想定する必要があ り、Y理 論の有効性が疑われる。なぜなら、定着率

を高める動因が自己実現の欲求の充足よりも寧ろ、金銭的な欲求の充足に関わって くるからで

ある。

(2)技 能形成 と集団レベルとの関係

　労働者が技能形成を図るには、個人の努力や意欲は不可欠である。また、高い水準の技能を

効率的に習得するには組織の成員内のコミュニケーシ ョンを強化することが重要である。管理

者は作業指示書を作成する事で、労働者に作業に必要なノウハウや作業の留意すべき点な どに

関する情報を与えている。一方で、労働者は作業報告書の提出を通じて、管理者へ作業の進捗

状況や現場の問題点な どに関する情報を知 らせる事ができる。このような文書を通じての上向

き ・下向きの縦方向のコミュニケーションにより、労働者は職務に必要な技能を習得して、生

産性を向上させることができる。園田(2001)も 日本の高い生産技術の要因 として、現場から

の情報を管理部門が絶え間な く吸い上げていることを挙げている。園田は現場からの情報が吸

い上げられな くなると、新しい知の創造も生まれな くな り、現場労働者の労働意欲も低下する

と指摘している。

　 しか し、急を要するような事態が生産現場で起きた場合、縦方向のコミュニケーションでは

対処しきれない場合もある。また、生産現場においては非定常的な問題が頻繁に起こるため、

その問題の解決方法を全て文書化することは不可能である。ここに、同じグループの成員問に

よる横方向のコミュニケーションを通じて問題を適切、且つ早急に対応する必要が出て くる。

特に、「仕事の深さ」に要求される熟練技能は個人の内に内面化され、文書化(形 式知化)で

きないもの(暗 黙知)が 多 く、技能を習得しようとする者は、傍で働いている先輩や同僚の技

を見ながら、或いは彼等に教えてもらいながら習得せざるを得ない。このように、高い水準の

技能を習得するには横方向でのコミュニケーシ ョンの強化が重要になって くる。
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　横方向のコミュニケーションは自然に行われるわけではない。横方向のコミュニケーシ ョン

の円滑化を図るには、成員の協力的な人間関係の構築 と同時に、有益な情報の出 し手が昇進や

昇給によって評価されるような誘因が組織の制度の中に組み込まれていなければならない。情

報の出し手は他の成員に技能に関わる情報を提供する事で、自分の権限や金銭的報酬に関する

優位性が脅かされると考える。このことがコミュニケーシ ョンによる情報の共有化を妨げ、成

員問の相互作用を通じての教育効果を弱めることになる。個人の技能や知識が組織で共有化さ

れるためには、個人の利益 と組織の利益が一致することが必要であ り、組織の成員の協働関係

を促進するような人的資源管理制度が確立される必要がある。

　次に、リーダーシップとの関係に注 目してみれば、労働者の技能形成のためには強いリーダー

シップが必要である。労働者の人材開発を労働者自らの負担で行 う事には限界があ り、高い水

準の技能を習得できるか どうかは組織の上層部(経 営者な ど)お よび現場のリーダー(職 長な

ど)の 支援や資質に依拠している。オハイオ学派の リーダーシップの概念である 「構造作 り」

と 「配慮」、 ミシガン学派の リーダーシップの概念である 「仕事志向型」 と 「従業員志向型」

といった リーダーシップの概念を、 リーダーが組織の置かれている状況に合わせて上手 く使い

分ける必要があると考えられる。なぜなら、生産立地、労働者の性別比率、企業の規模、労働

者に求められている技能水準、企業業績、 リーダーと部下 との信頼関係な ど、組織の置かれて

いる状況によって望ましい リーダーシップの概念が変わって くるからである。

{3)技 能形成と組織レベルとの関係

　第3節 でも述べたように、組織構造の類型の一つである官僚構造を とっている組織の多 くは

規模も大きく、操業年数も長い。小池は、倒産の可能性の低い安定した市場を持つ大企業の方

が技能形成の環境においては有利であると指摘した。90年 代以降のグローバル化による大競争

時代に入って、規模の大きな企業が破綻しない とい う事は今や幻想に過 ぎないが、中小企業 と

比較するならば、内部留保の大きさ、人材開発プログラムの充実、給与水準の高さ、福利厚生

の充実、人的資源管理制度の整備 といった要素が労働者の技能形成に とって有利に働 くと考え

られる。また、規模の大きさや操業年数の長さは労働者に長いキャリアパスを提供できる可能

性を高める。長いキャリアパスは、小池が述べた 「縦の広が り」 と関係してお り、技能形成に

とっては重要な要素である。

　これらの事を考慮すれば、規模の大きな企業に多 く見られる官僚構造は比較的規模の小さな

企業の組織形態である単純構造よりも、成員の技能形成においては有利であると推察される。

但し、官僚構造の技能形成に とっての1つ の問題点は、官僚構造を とっている組織が作業手順

の公式化や組織統制の集権化を強調し過 ぎると、生産現場の労働者が迅速で柔軟な意思決定が

難 しくなる事である。 これは、McreGregorがY理 論で述べた高次の成長欲求を持つ人間の行
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動モデルが想定されない事を意味し、労働者の職務拡大や職務充実を通じて高い水準の技能を

習得する可能性は低 くなる。この問題を打開するためには、官僚構造の欠点を補完する形で少

人数のチームを編成するチーム構造な どの導入も考える必要がある。

　また、技能形成 と組織構造 との関係を見る際にもう一つ留意すべき点は、生産システムであ

る。Woodward(1965)は 生産システムの型を、個別受注生産、大量生産、装置生産に分けて、

その生産システムと組織構造の有効性を分析 した。Woodwardに よると、個別生産 と装置生

産では専門化や公式化の程度が低 く、分権的な組織形態が有効であるとしたのに対し、大量生

産では専門化や公式化の程度が高 く、集権的な組織の方が有効であると主張した。

　大量生産においては労働者の作業工程があらかじめ標準化されている場合が多 く、労働者に

は概 して高い水準の技能を要求される場合が少ない。一方で、個別受注生産や装置生産では労

働者の判断力、設備の トラブルの処理能力、熟練技能が生産効率を決定する鍵 となる。小池が

技能形成方式の 「横の広が り」や 「仕事の深さ」の概念を説明するために事例で用いた業種の

生産システムも装置生産の型である。このように、個別受注生産 と装置生産では様 々な予測で

きない事態に対応に、迅速且つ柔軟に対応できる組織構造の構築が求められることから、官僚

構造を持った組織では上手 く対応できない場合も出て くる。

　次に、組織文化 との関係に注 目してみる。第3節 で述べたように、理念や価値観が成員に広

く浸透している強い組織文化を持った組織は成員の忠誠心や結束が強ま り、概して転職率が低

くなる(Robbins、1997)。 強い組織文化を持 った組織を作るためには、職場が成員の多様な

欲求を充足させる場である共同体志向であること、個人の利益よりも集団の利益が優先されて

いること、能力、階級、学歴による報酬や昇進の差別化を比較的小さくし、長期的雇用関係を

前提 とした平等主義であること、現場労働者の情報の共有 と権限が強化されている事な どが挙

げられる。その理念を体現する人的資源管理制度 として、技能を習得するのに有利な新卒採用

制度や内部昇進制度、潜在能力、協調性、責任感、忠誠心等の態度的側面を重視した全人格的

評価制度、職務給よりも職能給を重視した賃金制度、弾力的な職務行動を助長するのに資する

長期の雇用保障制度などが挙げられる。 これ らの理念や制度はまさしく、Ouchiのz型 理論で

示された日本企業やアメリカのZ型 企業の文化的価値観を体現 している5)。欧米企業は80年 代

まで、 日本企業の国際競争力の源泉 とも言 うべき組織文化を学んで吸収する試みが盛んに行わ

れた。

　しかし、90年 代に入っての 日本のバブル経済の崩壊 と共に、新興国や旧社会主義国を巻き込

んだグローバル化経済が急速に進展する中、 日本企業は競争力維持のために生産拠点を国内か

ら海外、特に開発途上国へ と移転せざるを得な くな り、本国で培ってきた企業の固有文化も変

化している。企業は現地人従業員の価値観や文化に適合した組織文化を新たに創造することを

迫られてお り、その成否そのものが企業の競争力を左右する。すなわち、労働者の忠誠心や結
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東力は強い組織文化を作るうえで、そして高い水準の技能形成を図る上で重要な事には変わ り

はないが、それを可能にする人的資源管施策のメニューは現地の文化的価値観を考慮 した多様

なものになっている。

5.結 語

　本総説では、労働者(ブ ルーカラー)の 技能形成の内実を説明した上で、組織行動の分析視

点である個人、集団、組織が技能形成 とどのような関係にあるかを考察した。本研究で明らか

にされた第1の 点は、個人的視点である職務満足の高さや、高次の欲求によって引ぎ出される

モチベーションは技能形成の一つの要件である労働者の定着率を必ず しも上げることにつなが

らないことである。定着率は単に職務満足によって影響を受けるのではな く、労働市場 といっ

た職務満足以外の要素も大きく関係している。また、給与水準 といった低次の欲求に起因する

モチベーションであっても、生存欲求が充足されていない開発途上国の労働者においては、定

着率を高める誘因になっている。第2に 、集団的視点であるコミュニケーシ ョン、特に横方向

のコミュニケーションは組織成員の技能形成に とっては重要である。但し、横方向のコミュニ

ケーションの円滑化は自然に起きるものではな く、成員の良好な人間関係を構築するような人

的資源管理制度が重要である。第3に 、規模の大きな企業は労働者に長いキャリアパスを提供

できる可能性を高めることから、規模の大きな企業に多 く見られる官僚構造は比較的規模の小

さな企業の組織形態である単純構造よりも、技能形成においては有利であると推察される。但

し、官僚構造を とっている組織が作業手順の公式化や組織統制の集権化を強調し過 ぎると、生

産現場の労働者が迅速で柔軟な意思決定をする事が難しくなるので、労働者の職務拡大や職務

充実を通じて高い水準の技能を習得する可能性を低める恐れがある。

　このように、労働者の技能形成 と有効な組織行動を普遍的に関係付ける事は困難である。生

産立地、労働者の教育水準や所得水準、企業規模や操業年数、生産 システムの形態、労働者の

宗教や文化的背景、業種、企業業績な どの条件の違いにより、技能形成に とって有効な組織行

動の形態が異なって くる。今後の残された研究課題は、これら企業を取 り巻 く条件の違いが技

能形成や組織行動に影響を与えるとい う想定の下、技能形成にとって有効な組織行動 とは どう

い うものであるかを考察することである。そのためには、企業の事例研究を積み重ねてい くこ

と共に、比較分析の視点が求められている。

110



組織行動と技能形成の関係に関する試論

注

1)但 し、技能形成を定量化 し、その説明要因を明らかにしようとした研究も幾つか見 られる。例えば、

　 大田(2001)や 富田(2001)な どの研究が挙げられる

2)例 えば、水野(1989)、 山本(1993)、 内 田(2005(a)、2005(b))な どの研究が挙げられる。

3)大 澤 ・二村(1982)は 、企業組織で働 く個人の効用(=個 人の満足度)が 仕事で犠牲にした機会費用

　　を上回れば、個人は組織に居続けるし、マイナスならば組織を脱退すると述べた。

4)川 喜多(1990(b))も 、職務満足 と労働者の作業能率 との正の相関関係に懐疑的な考え方を持 っている。

　 彼は達成動機が高いことと、満足度が高いということは同義ではない とした上で、仕事への満足感が

　 低いと離職や欠勤が増えるかもしれないが、仕事の満足があれば業績が上がるとは言えないと述べた。

　　また、労働者の満足度が低いまま什事を続けても、能率が下がるとは言い切れないと主張した。

5)市 村(1992)や 白木(1995)は 日本企業の人的資源管理の理念 と、それを体現する施策をまとめてい

　　る。
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